
「選ばれる
青森」への
挑戦資金

経営安定化
サポート資金

事業活動
応援資金

経営力強化
対策資金

保証料補助
又は利子補助

補助先 融資限度額 融資期間
(うち据置期間)

補助金額

その他
(住所要件、納税要件、

空き店舗の地域指定要件以
外)

1 青森市
・創業
・事業承継枠
　①②③④⑤

経営安定枠
（売上減少）
（原油高）

事業活動枠 保証料補助 信用保証協会
創：1千万円
承・経・事：
　　　　　2千万円

創・承①②・経・事：10年以内（2
年以内）
承③④⑤：10年以内（1年以内）

創・承④⑤：全額（県30%、市70%）
承①②③・経：全額
事：30%

創：創業後5年未満、
市内事業所の事業
資金のみ
経：運転資金のみ
事：市が保証料補給
を行った既存借入金
の返済資金を含む融
資は除く。

2 弘前市
・創業
・空き店舗

保証料補助、
利子補給

保証協会、
金融機関

創：1千万円
空：3千万円

運転10年以内（2年以内）
設備15年以内（3年以内）

創：保証料全額（県30%、市70%）
　　 利子全額（当初1年間）
空：保証料50％
　　 利子全額（当初5年間）

創：創業後5年未満
空：中心市街地活性
化区域内の場合

3 八戸市

・創業
・空き店舗
・事業承継枠
　④

・経営安定枠
　（売上減少）
・災害枠（コロ
ナ）

保証料補助 信用保証協会

創・承④：1千万
円
空：1億円
経：2千万円
災：3千万円

創・承④：10年以内(1年以内)
空：運転10年以内（2年以内）
　　 設備15年以内（3年以内）
経：運転7年以内（6ヵ月以内）
災：10年以内(2年以内)

創・承④・災：全額（県30%、市70%）
空：保証料70%
経：全額

創：創業後5年未満
承④：市内で1年以上
同一事業を営んでい
るもの
経：運転資金のみ、
市内で1年以上同一
事業を営んでいるも
の

4 黒石市

・創業
・法令等補助
・新分野進出
・雇用創出枠
・生産性向上
・働き方改革

災害枠（コロナ） 保証料補助 信用保証協会 1千万円
挑：7年以内（1年以内）
災：10年以内（2年以内）

雇：全額
その他：全額（県30%、市70%又は市
100%）

創：創業後5年未満

5 五所川原市

・創業
・生産性向上
・働き方改革
・事業承継枠
　④

災害枠（コロナ） 事業活動枠 保証料補助 信用保証協会 1千万円 7年以内（1年以内）
創・生・働・承④・災：全額（県30%、市
70%）
事：全額

創：創業後5年未満
生・働：追加要件有

6 十和田市
・創業
・空き店舗

災害枠（コロナ）
保証料補助
(空は保証料・
利子補助)

信用保証協会
(空は保証協会・
中小企業者)

創・災：1千万円
空：1億円

創・空：
　運転10年以内（2年以内）
　設備15年以内（3年以内）
災：10年以内（2年以内）

創・災：全額（県30%、市70%）
空：保証料50%、利子全額（5年間）

創：創業後5年未満
空（利子補給）：中心
市街地活性化区域
内の場合

7 三沢市
・創業
・空き店舗

災害枠（コロナ） 保証料補助 信用保証協会 1千万円 7年以内（1年以内）
創・災：全額（県30%、市70%）
空：全額

創：創業後5年未満

8 むつ市 創業 保証料補助 信用保証協会 1千万円 10年以内（1年以内） 全額（県30%、市70%） 創：創業後5年未満

9 つがる市 全部 全部 全部 全部 保証料補助 信用保証協会

創①：1千万円
創②：1億円
その他：
　　県制度と同じ

創①：10年以内（1年以内）
その他：県制度と同じ

創①：全額（県30%、市70%）
創②・県・法・新分野・新商品・再・承
④：県30%、市40%
生・働：40%又は県30%、市40%
金(基本)：県30%、40%
金(特例)：保証協会10%割引、県40%、
　　　　　　　市40%
その他：40%

創①②：
　　　創業後5年未満
生・働：追加要件有
金(特例)：脚注参照
連・経：運転資金の
み

10 平川市

・創業
・新分野進出
・新商品等
・雇用創出枠
・生産性向上
・働き方改革
・ＡＩ・IoT活用
・事業承継枠
　①②③④⑤
・金融機関
　提案枠①
　②③

・経営安定枠
（売上減少）
（原油高）
・災害枠（コロ
ナ）

事業活動枠 保証料補助 信用保証協会 1千万円 10年以内（2年以内）

雇・A・承①②③・事：50%
生・働：50%又は全額（県30%、市70%)
金(基本)：全額（県30%、市70%）
金(特例)：全額（保証協会10%割引、
　　　　　　　　　　県40%、市50%）
経：全額
その他：全額（県30%、市70%）

創：創業後5年未満
生・働：追加要件有
金(特例)：脚注参照

11 平内町 創業 保証料補助 信用保証協会 1千万円 7年以内（1年以内） 全額（県30%、町70%） 創業後1年未満

12 今別町 創業 災害枠（コロナ） 保証料補助 信用保証協会 1千万円
創：7年以内（1年以内）
災：10年以内（2年以内）

全額（県30%、町70%） 創：創業後1年未満

13 蓬田村 創業 保証料補助 信用保証協会 1千万円 7年以内（1年以内） 全額（県30%、村70%） 創業後1年未満

14 外ヶ浜町 創業 災害枠（コロナ） 保証料補助 信用保証協会 1千万円
創：7年以内（1年以内）
災：10年以内（2年以内）

全額（県30%、町70%） 創：創業後1年未満

15 鰺ヶ沢町 創業 災害枠（コロナ） 事業活動枠 保証料補助 中小企業者
創・災：1千万円
事：2千万円

創：10年以内（1年以内）
災：10年以内（2年以内）
事：7年以内（1年以内）

創・災：全額（県30%、町70%）
事：50%

創：創業後5年未満

16 深浦町 創業 災害枠（コロナ） 事業活動枠 保証料補助 中小企業者 1千万円

創：10年以内（1年以内）
災：10年以内（2年以内）
事：7年以内
   （運転6ヵ月、設備1年以内）

創・災：全額（県30%、町70%）
事：全額

創：創業後1年未満

17 西目屋村 創業 災害枠（コロナ） 保証料補助 信用保証協会 1千万円
創：7年以内（1年以内）
災：10年以内（2年以内）

全額（県30%、村70%） 創：創業後1年未満

18 藤崎町 創業 災害枠（コロナ） 保証料補助 信用保証協会 1千万円
創：7年以内（1年以内）
災：10年以内（2年以内）

全額（県30%、町70%） 創：創業後1年未満

19 大鰐町 創業 災害枠（コロナ） 保証料補助 信用保証協会
創：1千万円
災：3千万円

創：7年以内（1年以内）
災：10年以内（2年以内）

全額（県30%、町70%） 創：創業後5年未満

20 田舎館村 創業 保証料補助 信用保証協会 1千万円
運転10年以内（2年以内）
設備15年以内（3年以内）

全額（県30%、村70%） 創業後1年未満

21 板柳町 創業 災害枠（コロナ） 事業活動枠 保証料補助 中小企業者
創・災：1千万円
事：3千万円

創：7年以内（1年以内）
災：10年以内（2年以内）
事：運転10年以内（2年以内）
     設備15年以内（3年以内）

創・災：全額（県30%、町70%）
事：全額

創：創業後1年未満

22 鶴田町 創業 保証料補助 中小企業者 1千万円 10年以内（1年以内） 全額（県30%、町70%） 創業後5年未満

23 中泊町 創業 災害枠（コロナ） 事業活動枠 保証料補助 中小企業者
創・災：1千万円
事：2千万円

10年以内（1年以内）
創・災：全額（県30%、町70%）
事：50%（上限15万円）

創：創業後5年未満

24 野辺地町 創業 保証料補助 信用保証協会 1千万円 10年以内（1年以内） 全額（県30%、町70%） 創業後5年未満

25 七戸町 創業 災害枠（コロナ） 事業活動枠 保証料補助 信用保証協会
創：1千万円
災：3千万円
事：2千万円

創・事：10年以内（1年以内）
災：10年以内（2年以内）

創・災：全額（県30%、町70%）
事：50%

創：創業後3年未満

26 六戸町

・創業
・県重点分野
・法令等補助
・新分野進出
・新商品等
・再エネ

・経営安定枠
（売上減少）
・災害枠（コロ
ナ）

事業活動枠 保証料補助 信用保証協会
挑：1千万円
経・災：1,250万円
事：2千万円

挑：7年以内（1年以内）
経：運転7年以内（6ヵ月以内）
災：10年以内（2年以内）
事：10年以内（1年以内）

挑・災：全額（県30%、町70%）
経・事：全額

創：創業後1年未満
経：運転資金のみ

27 横浜町 創業 保証料補助 信用保証協会 500万円 10年以内（1年以内） 全額（県30%、町70%） 創：創業後5年未満

28 東北町 創業

・経営安定枠
（売上減少）
・災害枠（コロ
ナ）

事業活動枠 保証料補助 信用保証協会

創：1千万円
経：1,250万円
災：3千万円
事：2千万円

創・事：10年以内（1年以内）
経：運転7年以内（6ヵ月以内）
災：10年以内（2年以内）

創・災：全額（県30%、町70%）
事・経：50%

創：創業後3年未満
経：運転資金のみ

29 六ヶ所村

・創業
・ＡＩ・IoT活用
・SDGｓ推進
・事業承継枠
　①②③④⑤

・経営安定枠
（売上減少）
・災害枠（コロ
ナ）

事業活動枠 保証料補助 信用保証協会

創・A・S・承①②
③④⑤：1千万円
経・災：1,250万円
事：2千万円

創・A・S・承①②③④⑤：7年以
内（1年以内）
経：運転7年以内（6ヵ月以内）
災：7年以内（6ヵ月以内）
事：10年以内（1年以内）

創・承④⑤・災：全額（県30%、村70%）
A・S・承①②③・経・事：全額

創：創業後5年未満
経：運転資金のみ

30 おいらせ町
・創業
・空き店舗

災害枠（コロナ） 事業活動枠 保証料補助
信用保証協会
（事は中小企業
者）

創・空・災：1千万
円
事：2千万円

創・空・事：10年以内（1年以内）
災：10年以内（2年以内）

創・災：全額（県30%、町70%）
空：全額
事：50%（上限15万円）

創：創業後3年未満

31 大間町 創業 保証料補助 信用保証協会 1千万円 10年以内（1年以内） 全額（県30%、町70%） 創業後5年未満

32 東通村 創業 災害枠（コロナ） 保証料補助 信用保証協会
創：1千万円
災：3千万円

創：10年以内（1年以内）
災：10年以内（2年以内）

全額（県30%、村70%） 創：創業後5年未満

33 風間浦村 創業 災害枠（コロナ） 保証料補助 信用保証協会 1千万円
創：10年以内（1年以内）
災：10年以内（2年以内）

全額（県30%、村70%） 創：創業後5年未満

34 佐井村 創業 災害枠（コロナ） 保証料補助 信用保証協会 1千万円
創：10年以内（1年以内）
災：10年以内（2年以内）

創：全額（県30%、村70%）
災：県30%、村30%

創：創業後5年未満

35 三戸町 創業 災害枠（コロナ） 保証料補助 信用保証協会 1千万円
創：7年以内（1年以内）
災：10年以内（2年以内）

全額（県30%、町70%） 創：創業後1年未満

36 五戸町 創業 災害枠（コロナ） 保証料補助 信用保証協会 1千万円
創：7年以内（1年以内）
災：10年以内（2年以内）

全額（県30%、町70%） 創：創業後1年未満

37 田子町 創業 保証料補助 信用保証協会 1千万円 7年以内（1年以内） 全額（県30%、町70%） 創業後5年未満

38 南部町 創業 災害枠（コロナ） 保証料補助 中小企業者
創：5千万円
災：1千万円

創：運転10年以内（2年以内）
　　 設備15年以内（3年以内）
災：10年以内（2年以内）

県30%、町50%（上限20万円※1年以内
に受けた融資に対し既に交付を受け
た補給金がある場合は当該補給金を
差し引いた額）

商工会への加入要
件あり
創：創業後5年未満

39 階上町 創業 災害枠（コロナ） 保証料補助 信用保証協会 1千万円
創：7年以内（1年以内）
災：10年以内（2年以内）

全額（県30%、町70%） 創：創業後1年未満

40 新郷村 創業 保証料補助 信用保証協会 1千万円 7年以内（1年以内） 全額（県30%、村70%） 創業後1年未満

※「選ばれる青森」への挑戦資金については、県及び市町村ともに「太陽光発電設備の導入に係る事業」を保証料補助対象外とする。

※略称　　「選ばれる青森」への挑戦資金（マル挑：挑）：「創」 創業、「県」 県重点分野、「空」 空き店舗活用、「法」 法令等補助、「新分野」 新分野進出、「新商品」 新商品開発等、「再」 再エネ促進、「雇」 雇用創出枠、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「生」 生産性向上、「働」 働き方改革、「Ａ」ＡＩ・IoT活用、「S」SDGｓ推進、「承」事業承継枠、「金」 金融機関提案枠
　　　　　　　経営安定化サポート資金（マル定：定）　　　：「連」 連鎖倒産枠、「経」 経営安定枠、「災」 災害枠、「再生」 事業再生枠
　　　　　　　事業活動応援資金（マル応：応）　　　　　　　：「事」 事業活動枠、「流」流動資産担保枠、「再チ」 再チャレンジ枠
　　　　　　　経営力強化対策資金（マル力：力）

令和３年度 県・市町村の制度融資の連携運用一覧

連携対象の県融資制度 補助要件等

※事業承継枠については、① 事業資産の譲渡等による承継、② 事業承継計画策定・計画実行、③ 事業承継特別保証を利用、④ 事業承継特別保証を利用かつ経営者保証コーディネーター確認、
　 ⑤経営承継借換関連保証を利用とする。
※金融機関提案枠については、① あおぎん「未来応援」（青森銀行）、② 成長サポート資金（みちのく銀行）、③ チャレンジ応援資金（みちのく銀行）、
   ④ 進出企業サポート資金（岩手銀行）、⑤ 地域資源を活用した事業化支援資金（東北銀行）、⑥ 地域医療・介護支援資金（東北銀行）、⑦ 女性活躍応援資金（青い森信用金庫）とする。

※金融機関提案枠「特例割合」：１千万円を超える設備資金については、信用保証協会が保証料率を10%割引し、県は割引前の保証料率の40%相当額を補助する。

資料１３


